


















































































































웏 以下の整理は、Richard A.Boswel,Immigration and Nationality Cases and
 
Material  517(4th.ed.2010)［以下Boswel（2010）と略記］及びStephen H.






































웓 Immigration and Nationality Act,ch.477,쏃203(a),66 Stat.163,178(1952).
웋월 Developments in the Law Immigration and Nationality,66 Harv.L.Rev.643,
652(1953).













































웋워 Senate Report No.748,in Congressional and Administrative News 89th
 










































































웋웎 Nora V.Demleitner,How Much Do Western Democracies Value Family and
 
Marriage?: Immigration Law’s Conflicted Answers,32 Hofstra L.Rev.273,285-
286(2003)［以下Demleitner（2003）と略記］.
웋웏 以下の記述は、主にThomas Alexander Aleinikoff,David A.Martin,Hiroshi
 
Motomura,Maryelen Fulerton,Immigration and Citizenship  Process  and
 
Policy 297-303(6th.ed.2008)［以下Aleinikoff et al（2008）と略記］を参考とし
た。
웋원 Immigration Reform and Control Act of 1986,Pub.L.99-603,100 Stat.3359.











































웋웒 Immigration Act of 1990,Pub.L.101-649,104 Stat.4978.
웋웓 Aleinikoff et al(2008),at 297.
워월 104 Stat.4978,4986.
워웋 House Report No.101-723(I),in Congressional&Administrative News 101st
 
Congress―얨2nd Session 1991,at 6710,6719-6720.
워워 쏃201,100 Stat.3359,3394.
워웍 House Report No.101-723(I),in Congressional&Administrative News 101st
 




















































































































































































































웎월 Demleitner(2003),at 273 footnotes 1,Lori A.Nessel,Forced to Choose:
























































































































前述のOceanic Steam Navigation Co.v.Stranahanにおける判示内容
は、後者についての判示である웎웑。
웎웍 130 U.S.581(1889).
웎웎 例えば、Fong Yue Ting v.United States,149 U.S.698,705-706(1893)では、
改めてChinese Exclusion Caseを先例として引用している。詳細については、拙
稿参照。
웎웏 Yick Wo v.Hopkins,118 U.S.356(1886),Erwin Chemerinsky,Constitutional
 


























































































































































































웏웍 Oceanic Steam Navigation Co.,214 U.S.at 339(1909).
웏웎 Fiallo,430 U.S.at 792.



















































































































































































































원웎 Case Comment,47 Vil.L.Rev.707,725(2002).
원웏 Minh Day,Gender―얨based Distinctions in Conferring Citizenship to Chil-
dren Born Outside of the U.S. to Unwed Parents Where the Father is the Citizen
 
Parent Do Not Violate the Equal Protection Clause: Nguyen v. INS, 121 S. Ct.










































원원 Peter Spiro,Explaining the End of  Plenary Power,16 Geo.Immigr.L.J.339,
339,341(2002).
원웑 Nguyen,533 U.S.at 67.
원웒 Nguyen,533 U.S.at 72-73.
원웓 Spiro(2002),at 342.

















































































웑워 Nguyen,533 U.S.at 96.
































































































































웑웑 231 F.Supp.2d 971,976(C.D.Cal.2002).
















































Immigration and Nationality Act,쏃301-309［8 U.S.C.A.쏃1401-1409］を参照。




웒웎 Harisiades v.Shaughnessy,342 U.S.580,588-589(1952).

































































































































웒웑 Abrams(2007),at 1651-1652,Boswel(2010),at 458.
웒웒 Abrams(2007),at 1651.



















































































웓웍 Abrams(2007)at 1660-1661.以下では、International Marriage Broker Regu-






































































































































































































































































Present  Proposed Amendments  to the United States  Constitution Regarding
 
Marriage,82 Wash.U.L.Q.611,634-640(2004).
웋월웑 59 N.W.2d 336(Neb.1953).









































































































































































































































































웋워웓 Charles Gordon,The Marriage Fraud Act of 1986,Geo.Immigr.L.J.183,187
(1990).
웋웍월 Dabaghin,607 F.2d 868,para.15(citing Chan v.Bel.464 F.Supp.125,130
(D.D.C.1978).
웋웍웋 Abrams(2007),at 1693.
웋웍워 Michele J.Anderson,A License to Abuse: The Impact of  Conditional Status
 
on Female Immigrants,102 Yale L.J.1401,1403-1404(1993).














































웋웍웎 Aleinikoff et al(2008),at 346.
웋웍웏 Violence Against Women Act of 1994,Pub.L.No.103-322,쏃쏃40701-40703,108
 
Stat.1902,1953-1955.









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































웋웒웏 Defense of Marriage Act,쏃3(a),Pub.L.104-199,110 Stat.2419,2419-2420






웋웒웒 539 U.S.at 578.
웋웒웓 539 U.S.at 571.
웋웓월 Id.









































































































親婚に関するIn re Da Silva웋웓웒では、ジョージア州において婚姻したか
ら移民法上の婚姻として扱われたものの、原告がニューヨーク州に滞在
し続けていた場合は、婚姻として扱われなかった事例である。このよう
に、移民法上の婚姻の定義は、各州法の規定のあり方に依存し、統一的
な解釈は放棄されている。同性婚についても同様に考えられ、統一的に
解する必然性はないのではないか。Atkins判決も、州法に着目するアプ
ローチを採用している웋웓웓。
５．終わりに―얨本稿が示したこと
⑴ 本稿が示したこと
本稿では、以下の内容を示した。
第一に、連邦議会が、1965年移民法改正以降、「家族関係を維持する利
益」を正面から承認し、それを実現するための政策を実施してきた。
第二に、判例は、家族関係が問題となる事案についても、絶対的権限
の法理を修正しているが、価値論を正面から持ち出すのではなく、価値
論を背景に抱えつつ、絶対的権限の法理の射程を限定する発想を有して
いる。
第三に、絶対的権限の法理の射程を限定する見解として、後半では、
主にAbramsの見解を紹介した。Abramsの見解の要点は、以下のとお
りである。
「連邦制の原理は、連邦移民法は、連邦移民政策上の目的を満たしつつ、
できる限り州家族法の政策目的を侵害しないようなやり方で採択されな
ければならないと命じている」워월월。「上記のような問題に直面した裁判官
が連邦移民法を狭く解釈すると、婚姻に関する州法上の理解に対しては、
最小限のダメージで済ますことになる」워월웋。
웋웓웒 15 I.&N.Dec.778(1976).
웋웓웓 Abrams(2007),at 1678.
워월월 Abrams(2007),at 1708.
워월웋 Abrams(2007),at 1708.
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Abramsによれば、移民法における婚姻規制を４つの段階に区分し、そ
れぞれの具体的な規定に即して、必ずしも移民法に属するとは言えない
規定を有し、移民法とは無関係の領域では絶対的権限の法理は適用され
ないことから、「絶対的権限の法理」の射程範囲を限定し得る。
⑵ 日本法解釈に向けて
本稿は、外国法紹介に留まるものであって、日本法解釈は対象外であ
る。ただ、本稿の対象から外れることは自覚しつつも、筆者の基底にあ
る問題関心の観点から、日本法解釈に対する若干の示唆について言及し
ておく。
本稿では、絶対的権限の法理を修正する手法について検討した。日本
においても、合衆国と同様に、外国人に対する処遇（出入国管理워월워や国
民の範囲設定워월웍など）については、立法裁量及び行政裁量が広いと考え
られている。
しかし、Abramsの見解のように、一見すると出入国に関する規制だが
実態は異なるため、従前の判例の射程から外れる、という手法も考えら
れるのではないか。ただし、筆者には、現在のところ、具体的な事例を
取り上げて読み直すことができる事例が思いつかず、成熟した見解を有
していない。この点については、他日を期したい。
【注記】本研究は、2011年-2014年度文部科学省科学研究補助金・若手研究(B)・研究
課題名「在留制度と家族関係の維持―얨考慮されるべき利益と正当化根拠の探究」
（研究代表者：坂東雄介、研究課題番号：23730014）の補助を受けた研究成果であ
る。
워월워 最大判昭和53年10月４日（民集32巻７号1223頁）。
워월웍 最大判平成20年６月４日（民集62巻６号1367頁）。
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